
神奈川県における高次脳機能障害支援モデル事業 

１．神奈川県における事業体制 
１）実施施設 
神奈川県では、神奈川県総合リハビリテーション事業団が平成 13 年度より平成 17 年度

までの高次脳機能障害支援モデル事業の委託を受け事業を実施している。平成 15 年度まで

の期間は、神奈川リハビリテーション病院が拠点病院となり、平成 16 年度からは、神奈川

県リハビリテーション支援センター（以下「地域支援センター」）が拠点施設となった。 
２）支援の検討体制について 
 平成 13 年度より「高次脳機能障害連絡調整委員会」、平成 16 年度より「支援体制整備推

進委員会」を設置した。両委員会は当事者団体代表、県行政担当者（県障害福祉、精神保

健、医療担当）、県保健福祉事務所職員、県更生相談所職員、市町村障害福祉課ケースワー

カー代表、身体障害者施設協会代表、障害者就労支援機関担当者、精神科クリニック医師、

学識経験者等を委員に構成された。 
 平成 16 年度からは、「支援体制整備推進委員会」に県内の就労支援機関代表や学識経験

者を委員とした「就労支援作業部会」を設置した。「就労支援作業部会」では、県内におけ

る就労支援体制を推進するために神奈川県の特徴を生かし、神奈川障害者職業センター、

神奈川県障害者就労相談センター、神奈川リハビリテーション病院の広域就労支援機関が

相互機能を生かし高次脳機能障害者の就労支援に当たる方策や、地域内就労支援機関との

協力および就労支援関係者養成の方策について検討を進めた。 

 なお、拠点施設内には「高次脳機能障害支援対策整備推進検討会議」を設置し、拠点施

設内における事業内容の検討を行うとともに、「かわら版」を発行し事業実施状況等につ

いて県内外の関係機関等に案内をおこなった。 

３）職員体制 

 高次脳機能障害支援モデル事業（以下「モデル事業」）の実施に当たっては、医療ソー

シャルワーカー（平成 16 年度からは支援コーディネーターとして配置）、心理士、更生施

設生活指導員を各 1名配置した。 

２．拠点病院について 
１） 拠点病院について 
 平成 13年度から神奈川リハビ

リテーション病院が拠点病院と

なり、医学的リハビリテーション

や職業的リハビリテーション、お

よび総合相談支援を実施してき

た。平成 16 年度以降も在宅生活

者などが診断・評価ならびに社会

参加支援を求めて拠点病院を受

診している。拠点病院への受診を

介して社会生活支援に移行する

神奈川リハビリテーション病院
脳損傷外来　受診状況（平成13年度～）

脳外傷 510

血管障害 98

低酸素脳症 43

脳炎 26

高次脳機能障害疑い 17

腫瘍 14

その他 21

脳振盪 7

N=736

新入院・総合リハ 337

外来・検査 185

入院相談・情報提供 76
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人たちが多い状況であり、拠点病院の役割の重要性はモデル事業開始後に一層の高まりを

示している。 
２） 外来受診者の増加 
 平成１３年度以降の「脳損傷リハビリテーション外来」新規受診者数は７３６名であり、

脳外傷者が５１０名（68.3％）と最も多い。新規外来受診者は増加傾向にあり、検査（評価）

目的の外来者が約 25％おり、本人や家族には障害状況を把握したいというニーズが高い傾

向にある。（図１） 
３） 心理科および職能科等の外来者の増加 
 拠点病院である神奈川リハビリテーション病院が提供するリハビリテーションサービス

の中では、心理職による神経心理学的評価や障害理解及び対処方法への支援、職業指導員

による職能訓練や就労支援、体育指導員による体育訓練などの件数が増加してきている。

（図２・図３） 
医師をはじめ複数のリハ専門職がチームとなり社会生活に根ざしたリハビリテーション

を提供することが拠点病院の役割として一層重要になってきている。 

神奈川リハビリテーション病院職能科対応者神奈川リハビリテーション病院職能科対応者

復職 新規就労

脳外傷 6名 3名

脳血管障害 8名 0名

訓練継続中の方が多い

外来訓練者数 高次脳機能障害者数

108名 85名

外来訓練者は週1～4回程度来院。訓練時間は状況により設定。

平成17年4月から平成17年12月の職能科外来利用者

図３

４） 高次脳機能障害者通院グループ訓練 

神奈川リハビリテーション病院心理科対応者神奈川リハビリテーション病院心理科対応者

年度 新規外来への評価件数

４８２名

(3年間‥小児含む)

平成14年度 37名

平成15年度 35名

平成16年度 78名

　　心理士は上記の神経心理学的評価以外に個別の認知
訓練やカウンセリング支援、通院プログラム支援を実施。

入院者を含めた実数

図２

 神奈川リハビリテーション病院では平成

14 年度より高次脳機能障害者外来グループ

訓練「通院プログラム」を実施している。こ

のプログラムは障害認識の向上や自信の回

復などへの支援を行い、社会参加の促進を図

ることを目的にしている。4 ヶ月間の訓練を

実施した第7期までの利用者は46名であり、

プログラム開始時は 27 名が在宅無職の状態

であったが、平成 17 年 12 月時点では在宅

無職の状態の人は 12 名になっている。プロ

グラムは、個別の支援計画がセットになっている点に特徴がある。利用者に対しては、将

来的目標に向けた移行段階（他機関利用）の間の継続フォローや就労後など社会参加後も

継続的フォローを行なっている。 

通院プログラム利用者の帰結　　平成17年12月時点
　（ 第7期までの平成14年7月～平成16年2月の利用者、現在は第9期実施中）

施設利用

無職・在宅

休職（自営含む）

休学

プログラム
開始時状況

復学（大学）　　　4名

復職　　　　　　　７名
新規就労　　　12名
能力開発校　　２名

進学　　　　　　　２名
地域作業所　　４名

授産施設　　　　１名

更生施設　　　　2名

在宅生活　　　12名

２

在宅者

通院継続

　９名

２７

就労後
離職

2名１３

能力開発校

　　　　　4名

職業センター

　　　　　2名

更生施設

　　　　　3名

通所授産

　　　　　２名

地域作業所

　　　　　1名

デイサービス

　　　　　1名

４

備考　帰結支援移行人数

図４

３．拠点施設における事業内容 
 平成 16 年度からの高次脳機能障害支援モデル事業では、地域支援センターに支援コーデ

ィネーターを 1 名配置し、地域支援センターの地域支援機能を活用した事業を展開した。
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平成 16 年度からの支援事業の概要は図５に示した内容である。 
１）リハビリテーション 

専門職の地域派遣 
市町村や地域の障害者福祉

施設などからの依頼を受け、高

次脳機能障害者への訪問支援

を実施している。訪問者は主に

支援コーディネーターと心理

士である。訪問支援は、療護施

設入所者支援、有料老人ホーム

入所者支援、地域作業所利用者

支援、在宅福祉サービス利用者

支援、授産施設利用者支援、地

域内カンファランス（助言者）、就労支援機関主催カンファランス（助言者）などの際に実

施された。多くの場合において施設職員やホームヘルパーなどの身近な支援者が、障害特

性を理解すること、対処方法の習得や確認をすることにより問題が軽減される傾向がみら

れた。 

平成平成1616年度からの拠点年度からの拠点施設施設の支援事業の支援事業

拠点施設事業拠点施設事業

支援コーディネーターの配置 総合相談支援　　　　　　　
個別マネジメント

地域施設支援　　　　　　　　
市町村支援

支援技術の向上　　　　
普及事業

事例検討ワーキング　　　　
勉強会ワーキング

支援技術向上　　　　　　　　　　
マニュアル作成検討（予定）

リハ専門職地域派遣

啓発事業　　研修事業 社会的理解形成　　　　　　
支援人材養成

当事者団体との当事者団体との協働　協働　
　　　支援　　　支援事業事業

協働事業室の設置

当事者団体活動支援

ピアサポート　　　　　　　　　
ハンドブック作成

身障手帳未取得者等　　
　　更生施設利用事業

身障手帳未取得者の身障
更生入所事業

適性重視の社会リハ　　　　
七沢更生ホーム（七沢学園）

神奈リハ病院通院プログラム 高次脳グループプログラム 障害認識・ソーシャルスキルの向
上。　社会参加計画作成

図５

２） 研修および啓発事業 
 神奈川県総合リハビリテーションセンターでは、モデル事業開始前の平成 12 年度より啓

発・支援者養成を目的に「高次脳機能障害セミナー」（基礎編、実践編）を開催している。

基礎編への延参加者は 1312 名、実践編への延参加者は 347 名になっている。 
 地域支援センターでは「高次脳機能障害セミナー」以外にも、県更生相談所市町村職員

研修、県精神保健福祉センター市町村職員研修、身体障害者施設内研修（療護施設）、市町

村生活支援事業所主催地域従事者研修、ＭＳＷ・保健師等の職能団体等が主催する研修に

講師派遣を行ない研修・啓発活動を実施した。 
 また、院内用に高次脳機能障害支援に関する３０種類以上のテーマ別パンフレットを作

成し、来院者に配布を行なっている。 
３） 当事者団体との協働支援事業 
 平成 14 年度より「NPO 法人脳外傷友の会ナナ」の協力を得て神奈川リハビリテーショ

ン病院内に協働事事業室を開設した。協働事業室事業では当事者会のピアサポート力とリ

ハビリテーション専門職の力を連携させた支援や、当事者団体独自の支援活動が行われて

いる。平成 14 年度からの協働事業室来室者の延人数は 7297 名になっている。 
４） 身体障害者手帳未取得者の身体障害者更生施設利用事業 
 平成 16 年度より試行的に身体障害者手帳未取得者 2 名（精神障害者保健福祉手帳取得者）

に対して身体障害者更生施設（七沢更生ホーム）利用サービスを提供している。両名には、

社会参加に向けた社会リハビリテーション支援が必要であるが、他に適当な施設がないた

めに身体障害者更生施設においてリハビリテーションプログラムを提供中である。現状の

評価では身体障害者更生施設の利用が適切であったと考えられる。 
５） 支援コーディネーターの配置 
 平成 16 年度より拠点施設に支援コーディネーター1 名を配置した。拠点施設および支援

コーディネーターによる支援は図 7 のように展開されることが多い。 
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病院

市町村

本人家族

神奈川リハ病院

　　（拠点病院）

七沢更生ホーム　
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（連携施設）
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アセスメント

支援計画検討

家庭

会社

学校

更生相談所当事者団体

支援センターを介した支援展開の図式支援センターを介した支援展開の図式

相談・サー
ビス事業者

診断・評価・訓練 評価・訓練（社会生活・職能訓練）

相談・サービス
事業者

地
域
支
援
セ
ン
タ
ー

連携協力関係にある機関など

支
援
の
展
開

就労支援
機関

施設

学校

支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

図７支援コーディネーターの役割は、①個

別支援の実施（情報提供・社会参加計画

策定）、②就労支援機関・地域福祉施設と

の調整、③市町村や地域機関からの依頼

に対する訪問支援、④他機関主催研修へ

のサポート、⑤機関連携および新たな支

援ネットワーク作り、⑥当事者団体との

協働支援および当事者団体活動支援、⑦

高次脳機能障害者外来通院クループ訓練

の運営スタッフなどであった。 
 平成 16 年 9 月から平成 17 年 12月までの間に支援コーディネーターが対応した高次脳機

能障害者または家族の実人数は 213 名（世帯）であり、障害原因や面談者数は図８のよう

になる。 
面談実施者 143 名のうち、初回面談時に福

祉的な支援や就労等につながりがなかった者

は 125 名であった。125 名のうち支援コーデ

ィネーターが関与したことが新たな社会との

関係作りに結びつく要素になった者は、５４名

であり、内訳は福祉サービス利用者 24 名、就

労支援機関への移行者 18 名、一般就労者 18
名（福祉サービス利用者 1 名・就労支援機関移

行者 5 名を含む）であった。支援コーディネーターの関与が、社会参加支援等に果たす役

割が大きいことがうかがえた。また、143 名のうち国民年金や労災保険などの社会保険制度

により年金受給が可能であるにも関わらず対象になることを知らずに申請時期を過ぎてい

た者が 21 名いた。この中には複数の相談機関などが関わっていた者もおり、相談支援者の

社会保障制度に関する理解不足が高次脳機能障害者の経済生活に与える影響が懸念される

状況であった。 

２１３名計

２２名その他

４７名脳卒中

１４４名脳外傷

人数傷病名
35訪問件数

143名面談実施者

支援コーディネーターの対応状況（傷病名と面談対応者数）
　　　　　　　　　(平成16年10月～平成17年12 月

1212件（延べ）

相談件数

図８

４、 神奈川県におけるモデル事業実施の成果 
 神奈川県では、拠点病院および拠点施設の利用者が増えており、拠点となる支援窓口が

地域支援者や当事者に理解されてきていると考えられる。また、拠点病院および拠点施設

の専門的診断・訓練機能、総合相談機能が地域の障害者福祉サービス機関や就労支援機関、

それに当事者団体などとの連携を通じて個々の高次脳機能障害者に提供されるようになっ

てきている。医療、福祉、職業、教育、当事者団体という分野を超えた新たな支援連携が

築き始められ点にモデル事業の成果があったと考えられる。 
 平成 18 年度以降の「高次脳機能障害支援普及事業」を効果的に実施するためには、①地

域の相談支援体制の強化、②利用可能な障害者福祉施設の拡大、③就労支援の充実、④権

利擁護（財産管理と身上監護）の推進、⑤支援者養成、⑥人的配置を含めた拠点施設の機

能強化などが課題となると考えられる。 
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